
令和元年度決算の概要 金額は、百万円未満四捨五入で表示

【一般会計】

１　決算規模

歳入は、４１７億９，２００万円となり、執行率は９５．３％、前年度と比較して４６億１，３００万円、１２．４％の増額となった。

歳出は、４０１億６，６００万円となり、執行率は９１．６％、前年度と比較して５０億４，７００万円、１４．４％の増額となった。

２　決算収支

歳入から歳出を差引した形式収支は、１６億２，６００万円となり、この形式収支から翌年度へ繰越すべき財源１億４，８００万

円を差引いた実質収支は、１４億７，８００万円の黒字となった。

(1)　歳入については、繰入金において、病院事業会計貸付金の貸付元の変更に伴い、一般会計から貸付を行う原資として

減債基金から繰り入れを行ったことで、１７億３，８００万円、１２６．９％の増収、国庫支出金において、小中学校及び幼稚園の

エアコン整備事業や、生駒北学校給食センター整備事業等に伴い９億７，０００万円、２０．２％の増収、また地方特例交付金

において、幼児教育・保育の無償化に係る臨時交付金が交付されたことで２億６，１００万円、２６５．６％の増収となり、全体と

しては、４６億１，３００万円の増収となった。

(2)　歳出については、病院事業会計の貸付元の変更に伴い貸付金が２１億５，０００万円増加し、普通建設事業費において、

小中学校及び幼稚園のエアコン整備事業や、生駒北学校給食センター整備事業等により、２０億４００万円、８７．８％の

増加、物件費において、生駒北学校給食センター運営事業の開始、プレミアム付商品券事業の実施等により３億６，２００万

円、４．９％の増加となり、全体の支出額は、５０億４，７００万円の増加となった。

《決算収支の推移》 (単位：百万円)
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【特別会計】

１　決算規模

歳入は、２３３億３，０００万円となり、執行率は９４．６％、前年度と比較して５億３，３００万円、２．２％の減額となった。

歳出は、２３２億１，６００万円となり、執行率は９４．１％、前年度と比較して３億８，４００万円、１．６％の減額となった。

２　決算収支

歳入から歳出を差引した形式収支は、１億１，４００万円となり、この形式収支から翌年度へ繰越すべき財源１５万円

を差引いた実質収支は１億１，４００万円の黒字となった。

(1)　介護保険特別会計は、前年度と比較して、歳出で保険給付費が増額となったことに伴い、国庫支出金等の歳入全体が増

加したものの、国庫支出金等の一部が翌年度に交付されることから実質収支が１，７００万円となり、同額を介護給付費準備

基金に積み立てた。

(2)  国民健康保険特別会計は、平成３０年度から財政運営の責任主体が都道府県となり、県内で保険料を統一する方針の

ため、徐々に保険税率を上げることとなったが、令和元年度は負担軽減のために保険税率を据え置いたことで１億９，８００万

円の資金不足が生じ、その分を国民健康保険財政調整基金から繰り入れた。

年度 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ元
38,755 37,968 36,939 37,178 41,792
37,583 37,087 35,886 35,119 40,166

917 682 905 1,131 1,478
▲ 998 ▲ 235 223 226 347



【財政の状況】

１  普通会計決算規模

歳入は、４１６億８，４００万円で、前年度より４６億１，０００万円、１２．４％の増額となった。

歳出は、４００億５，８００万円で、前年度より５０億４，４００万円、１４．４％の増額となった。

２　財政関係指標

経常収支比率は９４．３％で０．８ポイント悪化した。

実質赤字比率は－％（△６．４９％）、連結実質赤字比率は－％（△２９．３０％）、実質公債費比率は４．６％、

将来負担比率は－％（△８５．４％）となった。

（△表示は実質収支、連結実質収支とも黒字であること又は実質的な将来負担がないことを表している。）

３　積立基金残高は、９２億１，１００万円で、２２億１，２００万円、１９．４％の減少となった。

４　年度末の普通会計とその他会計（水道事業会計及び病院事業会計除く）の地方債残高は２７５億２，０００万円で

　　８億２，１００万円、２．９％の減少となった。

(1)　財政力指数については、０．８３で前年度と同じ値となった。経常収支比率は、地方特例交付金や地方交付税などが増額

となり分母の数値が前年度より１億５，４００万円増加した一方、分子の経常経費充当一般財源が、社会保障関係費や生駒

北学校給食センターの運営費等の増加により、前年度より３億１，７００万円の増加となったことで、前年度より０．８ポイント悪

化の９４．３％となった。

(2)　健全化判断比率については、実質赤字比率は△６．４９％、連結実質赤字比率は△２９．３０％となり、実質公債費比率は

３ヶ年平均で４．６％、将来負担比率は△８５．４％となった。

　なお、参考として、早期健全化計画の提出を義務付けられる比率は、実質赤字比率で１２．２５％以上、連結実質赤字比率

で１７．２５％以上、実質公債費比率で２５％以上、将来負担比率で３５０％以上である。

(3)　積立基金については、減債基金で病院事業会計貸付金の貸付元の変更により１９億８，４００万円減少し、北部地域整備

促進基金で１億７，５００万円減少、また職員退職給与基金で１億２，０００万円の減少となり、残高は全体で前年度より２２億

１，２００万円減少した。

(4)　年度末の普通会計地方債残高は１７２億７，６００万円で、新規の借入が増加したものの、既存の地方債の償還が進んだこと

により前年度から４億４，５００万円減少した。また、その他の会計における地方債残高（水道事業会計及び病院事業会計除く）

は、１０２億４，４００万円で、３億７，６００万円減少した。

　なお、全会計（水道事業会計及び病院事業会計除く）における地方債残高は、前年度より８億２，１００万円減少した。
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《地方債･積立基金の年度末残高推移》 （水道事業会計及び病院事業会計除く）

単位:億円


